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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第67期
第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自  平成23年３月21日
至  平成23年12月20日

自  平成24年３月21日
至  平成24年12月20日

自  平成23年３月21日
至  平成24年３月20日

完成工事高 (千円) 21,398,858 24,491,250 32,374,208

経常利益又は経常損失(△） (千円) △199,710 426,983 506,142

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) △152,588 206,906 263,157

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △319,264 192,293 545,584

純資産額 (千円) 14,255,146 15,158,411 15,119,750

総資産額 (千円) 20,791,310 23,213,863 23,294,897

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は１株当たり四半期純損失
金額（△）

(円) △6.00 8.14 10.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.6 65.3 64.9

　

回次
第67期
第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年９月21日
至  平成23年12月20日

自  平成24年９月21日
至  平成24年12月20日

１株当たり四半期純利益金額
又は１株当たり四半期純損失
金額（△）

(円) △1.86 6.14

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．完成工事高には、消費税等は含まれていない。

　　 ３. 第67期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。第68期第３四半期連結累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　 　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

４．第67期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。

また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要を背景に緩やかな回復

傾向にあったが、欧州債務危機問題や円高の長期化に加え、領土問題に端を発する政治・経済への影響

など、依然として先行き不透明な状況で推移した。

建設業界においては、公共投資は復興関連予算の執行などにより増加し、民間設備投資も緩やかな回

復基調にあったが、海外景気の減速と日中関係の先行き不透明感から設備投資を手控える動きに加え、

人件費等のコストアップ要因や企業間競争の激化により厳しい経営環境が続いた。

このような経営環境のもと、当社及びグループ各社は総力をあげて当社グループの独自の技術・商

品を活用した積極的な営業活動、経営の効率化を推進してきた。この結果、当第３四半期連結累計期間

の業績は、受注工事高が前年同四半期比26.6％増の311億３千４百万円、完成工事高が前年同四半期比

14.5％増の244億９千１百万円、営業利益が３億円（前年同四半期は営業損失３億２千４百万円）、経

常利益が４億２千６百万円（前年同四半期は経常損失１億９千９百万円）、四半期純利益が２億６百

万円（前年同四半期は四半期純損失１億５千２百万円）となった。

なお、当社グループの完成工事高は、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期、特に第４四半期連

結会計期間に偏る傾向がある。

　
（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産残高は、前連結会計年度末比８千１百万円（0.3％）減の232

億１千３百万円となった。資産の部については、手持工事高の増加により、未成工事支出金等が13億５

千万円増加したが、受取手形・完成工事未収入金が19億６千６百万円減少した。

負債の部については、前連結会計年度末比１億１千９百万円（1.5％）減の80億５千５百万円となっ

た。未成工事受入金が６億８百万円増加したが、工事未払金が９億２千８百万円減少した。

純資産の部については、前連結会計年度末比３千８百万円（0.3％）増の151億５千８百万円となっ

た。これは、前連結会計年度末とほぼ同水準である。
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（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はない。

　
（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は６千７百万円である。なお、当第３四半期連結累計

期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年２月１日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,927,652 26,927,652
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数
1,000株

計 26,927,652 26,927,652― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はない。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月20日 ― 26,927,652 ― 5,000,000 ― 4,499,820

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができないので、直前の基準日である平成24年９月20日現在の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

1,520,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,108,000
25,108 ―

単元未満株式 普通株式　299,652 ― ―

発行済株式総数 26,927,652― ―

総株主の議決権 ― 25,108 ―

(注) １　発行済株式はすべて普通株式である。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含ま

れている。

３　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が228株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年９月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ヤマト

群馬県前橋市古市町
118番地

1,520,000 ― 1,520,0005.64

計 ― 1,520,000 ― 1,520,0005.64

　

２ 【役員の状況】

該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ている。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年９月21日

から平成24年12月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年３月21日から平成24年12月20日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。

　

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

 8/17



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月20日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,336,486 2,596,744

受取手形・完成工事未収入金 ※2
 10,668,967 8,702,010

有価証券 9,997 197,843

未成工事支出金等 1,123,142 2,473,771

その他 645,493 646,432

貸倒引当金 △2,234 △15,153

流動資産合計 14,781,852 14,601,649

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 1,694,818 1,621,034

その他（純額） 1,569,795 2,004,915

有形固定資産合計 3,264,613 3,625,949

無形固定資産 107,102 101,321

投資その他の資産

投資有価証券 4,184,091 3,983,288

その他 977,600 906,387

貸倒引当金 △20,362 △4,731

投資その他の資産合計 5,141,329 4,884,943

固定資産合計 8,513,045 8,612,214

資産合計 23,294,897 23,213,863

負債の部

流動負債

工事未払金 5,196,506 4,268,034

短期借入金 － 500,000

未払法人税等 79,242 62,852

未成工事受入金 456,064 1,064,524

賞与引当金 283,951 165,622

引当金 61,256 49,236

その他 802,326 664,773

流動負債合計 6,879,346 6,775,044

固定負債

退職給付引当金 1,049,585 1,031,376

役員退職慰労引当金 243,847 246,282

その他 2,368 2,748

固定負債合計 1,295,801 1,280,407

負債合計 8,175,147 8,055,452
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月20日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 4,499,820 4,499,820

利益剰余金 6,247,774 6,302,218

自己株式 △450,511 △451,682

株主資本合計 15,297,083 15,350,357

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △177,333 △191,946

その他の包括利益累計額合計 △177,333 △191,946

純資産合計 15,119,750 15,158,411

負債純資産合計 23,294,897 23,213,863
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月21日
　至 平成23年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月21日
　至 平成24年12月20日)

完成工事高 21,398,858 24,491,250

完成工事原価 20,621,615 23,084,789

完成工事総利益 777,243 1,406,460

販売費及び一般管理費 1,102,131 1,105,747

営業利益又は営業損失（△） △324,888 300,712

営業外収益

受取利息 3,810 3,873

受取配当金 73,520 78,736

受取賃貸料 16,030 15,299

その他 62,027 54,723

営業外収益合計 155,388 152,632

営業外費用

支払利息 14,808 12,458

賃貸費用 9,379 8,657

その他 6,023 5,246

営業外費用合計 30,210 26,361

経常利益又は経常損失（△） △199,710 426,983

特別利益

貸倒引当金戻入額 66,064 －

投資有価証券売却益 145,450 －

特別利益合計 211,514 －

特別損失

投資有価証券評価損 118,307 9,131

特別損失合計 118,307 9,131

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△106,503 417,852

法人税、住民税及び事業税 50,410 131,024

法人税等調整額 △4,325 79,922

法人税等合計 46,084 210,946

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△152,588 206,906

四半期純利益又は四半期純損失（△） △152,588 206,906
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年３月21日
　至 平成23年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年３月21日
　至 平成24年12月20日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△152,588 206,906

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △166,676 △14,612

その他の包括利益合計 △166,676 △14,612

四半期包括利益 △319,264 192,293

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △319,264 192,293

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

12/17



【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成24年３月21日  至  平成24年12月20日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用している。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

 　１ 受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月20日)

受取手形裏書譲渡高 137,678千円 434,388千円

　

※２ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれている。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月20日)

受取手形 23,705千円 －千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

　１  売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年12月20日)及び当第３四半期連結累

計期間(自  平成24年３月21日  至  平成24年12月20日)

当社グループの完成工事高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中してい

るため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連

結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの

償却額は、次のとおりである。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年３月21日
至  平成24年12月20日)

減価償却費 142,481千円 129,679千円

のれんの償却額 16,210千円 －千円

　

EDINET提出書類

株式会社ヤマト(E00138)

四半期報告書

13/17



　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年12月20日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月15日
定時株主総会

普通株式 152,494 ６ 平成23年３月20日 平成23年６月16日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はない。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年３月21日  至  平成24年12月20日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月15日
定時株主総会

普通株式 152,462 ６ 平成24年３月20日 平成24年６月18日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はない。

　

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第３四半期連結累計期間(自  平成23年３月21日  至  平成23年12月20日)及び

　当第３四半期連結累計期間(自　平成24年３月21日　至　平成24年12月20日)

当社グループは設備工事業単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略している。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年３月21日
至  平成23年12月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年３月21日
至  平成24年12月20日)

１株当たり四半期純利益金額     
又は１株当たり四半期純損失金額（△）

△６円 00銭 ８円 14銭

    (算定上の基礎) 　 　

 四半期純利益金額
 又は四半期純損失金額（△）（千円）

△152,588 206,906

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額
    又は四半期純損失金額（△）(千円)

△152,588 206,906

    普通株式の期中平均株式数（千株) 25,413 25,408

(注） 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。

　　　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載していない。

　
(重要な後発事象)

　該当事項なし。

　

　

２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月１日

株式会社　ヤマト

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    筆 野　　力     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮 一 行 男  　 印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ヤマトの平成24年３月21日から平成25年３月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成
24年９月21日から平成24年12月20日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年３月21日から平成24年12月
20日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマト及び連結子会社の平成24年12
月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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